
目 次

Ⅰ 問題の所在

Ⅱ 先行研究

Ⅲ 分 析

Ⅳ 分析結果

Ⅴ まとめ

Ⅰ 問題の所在

失業が増加している｡ 総務省 『労働力調査』 に

よれば, 12 月の完全失業者数は 317 万人と 1 年

前に比べ 47 万人増えた｡ 14 カ月連続の増加だ｡

完全失業率 (季節調整値) は前月に比べ 0.1 ポイ

ント低下したが, 5.1％と依然として高い水準に

ある｡

失業者の増加は多くの社会に共通する問題だ｡

ベックは近代化がさらに進展することにより, 階

級・階層といった伝統的な大集団が終焉し, 社会

的不平等が個人化するとみる｡ とくに注目してい

る現象が大量失業だ｡ 失業が増えた社会では, 失

業と階級が関連を持たなくなり, 失業が社会シス

テムの問題であることが見えにくくなるとベック

はいう1)｡ かつて, 家族は失業などのリスクにと

もなう不安や不確実性に対処するための伝統的な

制度として機能していた｡ しかし, 西側産業社会

においては第二次大戦後に福祉国家が発展したこ

とによって, 家族は扶養義務から解放された｡ 個

人は失業を個人的な運命として受け止め, 一人で

耐えなければならなくなった (Beck 1986＝1998)｡

これに対し, 日本のように福祉の担い手が家族

である社会 (Esping-Andersen 1999＝2000) では,

失業に対して家族がなんらかの対処を迫られるは

ずだ｡ 家族成員の失業により, 家族生活は大きな

影響を受けるからだ｡ 失業によって経済的な問題

が表面化する｡ それだけにとどまらず, 子供の進

学が左右される可能性もある｡ 別居・離婚など家

族の解体にまでいたることもありうる｡ 失業は,

日本社会における社会経済的格差と家族との関係

を理解するうえで重要なライフイベントの一つだ｡

それにもかかわらず, 失業によって家族生活にど

のような影響があるのか, 多くの調査には表れに

くい｡ 『就業構造基本調査』 からは前職の状況や
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本稿は, 夫の ｢失業｣ (離職) に家族がどう対処するかを明らかにする｡ 1993 年から毎年

全国規模で実施されている 『消費生活に関するパネル調査』 を分析した結果, 以下のこと
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位と ｢失業｣ には関連がある｡ (2)｢失業｣ によって夫の収入は減少する｡ 月々の生活費を

きりつめるが大きな変化はない｡ 家計のゆとりが減るため, 月々の預貯金額を減らしたり,

預貯金を取り崩したりして対処する｡ すべての家族が失業給付を受けるわけではない｡ 家

族による対処が中心といえる｡ (3)働きに出たり, 労働時間を増やす妻もいるが, 夫の家

事・育児時間は大きく増えない｡ 夫の ｢失業｣ を機に夫婦間の性別役割分業が大きく変わ

ることはないといえる｡ 妻が仕事と家事・育児を負担することで, 短期的には家族生活が

維持されているが, 長期的には�藤をもたらす可能性がある｡



求職状況はわかるが, 家計や妻の働き方, その変

化はとらえられない｡ 貴重な例が下田 (2000) で

失業による家計の困難を示した｡

本稿は, 同一個人を長期にわたって追跡するパ

ネル調査データを用いて, 夫の失業が家族生活に

及ぼす影響を明らかにする｡ Ⅱで述べるように,

夫の失業と妻の労働供給に関する研究は多いが,

家計の変化や夫婦の役割分担の変化に関する研究

は少ない｡ 夫の失業によって家族が採用した対処

方法を家族生活への影響とみなし, 家計の変化や

役割分担の変化に焦点をあてる点に本稿の特徴が

ある｡ 多くの変数を投入したパネルデータ分析に

よって夫の失業の影響を統計的に厳密に検証した

先行研究もあるが (小原 2007 ; 山口 2007), ここ

では記述的な分析に留まることをあらかじめお断

りしたい｡

結論を先取りすると, ｢失業｣ によって夫の収

入は減少するが, 月々の支出はあまり減らず, 代

わりに月々の預貯金額を減らしたり, これまでの

預貯金を取り崩したりして対処すること, 妻も働

くが夫の家事・育児時間は増えないことが確認さ

れた｡

Ⅱでは先行研究をまとめる｡ Ⅲでは分析に用い

るデータや変数など研究手法について述べる｡ Ⅳ

では分析結果を示し, その結果についてⅤで論じ

る｡

Ⅱ 先 行 研 究

この節では, 先行研究について触れたい｡ これ

までは失業の発生自体が少なかったためか, 失業

と家族生活との関係を直接分析した研究よりも収

入の低下について論じた研究が多い｡ 失業は一般

に収入の低下を伴うが, 収入の低下は必ずしも失

業を意味するわけではない｡ しかしながら, 家族

生活に影響を及ぼすという意味では両者は共通し

ている｡

ややさかのぼるが, エルダー (1974＝1997) は,

父親の収入の減少が家計や家族関係にもたらした

影響を包括的に明らかにしたライフコース研究の

重要な著作である｡ 1930 年代の大恐慌期に子ど

も時代を過ごした男女 167 名を対象としたパネル

調査に基づく研究だ｡ これまでの生活水準が維持

できなくなる危機に陥る家族がいる｡ それにどう

適応するか｡ 対処方法としてエルダーが注目した

のは, (1)それまでの生活水準にどのくらい固執

するか, (2)これまでの役割関係を柔軟に変更す

るかどうか, (3)かつて危機に遭遇したときの成

功体験があるかどうかだ｡ 本稿との関連で重要な

のは(1)と(2)だ｡ これまでの生活水準の維持をあ

きらめることは, 父親の地位が低下したことを周

りに知られてしまう｡ それでも支出を切り詰める

選択をした家族がいる｡ 交際を控える家族もいた｡

しかし, なかには地位の低下を知られたくないた

めに, あえて家の外壁を塗り替える家族もいた｡

親類からの援助を受けたり, 失業給付を受けた

りすることで収入を増やすことも対処方法だ｡ 大

恐慌期には妻や息子が収入を求めて働くようになっ

た｡ かわりに娘は家事を分担するなど, 役割分担

が変化した家族もある｡

エルダーが用いたデータは大恐慌時のアメリカ

で収集されたものだ｡ 現代の日本では景気が低迷

しているとはいえ, 大恐慌期ほどの大きな経済変

動は生じていない｡ ただ, エルダーの研究におい

て重要な説明変数である経済的�奪 (父親の収入

の減少) は失業に起因する部分も大きい｡ その点

で本稿と問題関心を共有している｡

家族に生じた危機に家族が持つ資源を動員して

対処し, 適応しようするプロセスをとらえる理論

枠組みはライフコース論だけではない｡ 家族スト

レス論にも共通する (家族ストレス論については

McCubbin and Patterson 1982 などを参照のこと｡

これまでの成果は, Voydanoff 1990 などを参照され

たい)｡ 家族ストレス論は集団としての家族に焦

点があり, ライフコース論は個人に焦点をあてる

傾向をもつが, いずれの理論とも家族に生じたラ

イフイベント (ストレッサー) の発生から対処,

適応という時間の変化を伴うプロセスに注目する

ため, 分析にはパネルデータがふさわしい2)｡

エルダーがあげた対処方法は現代でも広く用い

られている｡ 家計や妻の労働供給に関しては経済

学における研究が, 多数蓄積されてきた｡ 世帯主

または世帯主の配偶者が失業している世帯のなか

には支出を切り詰めている世帯もいることが 『全
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国消費実態調査』 から確認されている (市野

2003)｡ 『全国消費実態調査』 はサンプルサイズが

大きい点は魅力だが, 残念ながら失業の前後にお

ける同一家計の変化はわからない｡

これに対し, Horioka Murakami, and Kohara

(2002) は, 家計経済研究所の 『消費生活に関す

るパネル調査』 を用いて, 家族の失業後も消費支

出は引き締められていないことを確認した｡ これ

は失業の影響は軽微であったり, かえって支出が

増えるためと解釈できる｡ そのほか, 失業しても

すぐに再就職したために消費を引き締めなかった

可能性もある｡ 再就職は, 夫の失業によって家計

にゆとりがなくなる危機を防ぐ有効な方法の一つ

だ (Moen 1982)｡ Horioka らの分析では預貯金を

取り崩したり (21.1％), 失業給付を受給したり

(16.8％), 親やきょうだいの援助を受けたりする

(13.7％) 家族もあった｡

妻が働くことも収入を増やす有効な方法だ｡ 夫

の失業後, 無業であった妻は非正規で働き始めた

り, 求職活動を開始したりすることで家計の所得

低下を補�しようとしていること (佐藤 2009),

夫が非自発的な離職をした家計では妻の労働時間

が増加するが, とくに金融資産の少ない家計で顕

著であること (小原 2007) など, 妻の追加的労働

者効果が見られることがパネルデータから確認さ

れている｡

夫の失業を機に妻が働くようになったり, 新た

に働き始めたりすることは, ｢男性は仕事, 女性

は家事・育児｣ という性別役割分業に基づくこれ

までの役割関係を変更するといえる｡ 危機に際し

て柔軟に役割関係を変更することは有効な対処方

法かもしれないが, 逆に夫婦にストレスをもたら

すこともありうる (布柴 2009)｡

本稿は, Horioka Murakami, and Kohara

(2002) の分析を手がかりに夫の失業による家族

生活の変化について, 家計と夫婦の役割関係に注

目する｡

Ⅲ 分 析

失業前後の家計の変化と夫婦の役割関係の変化

をみることで, 家族がどのような対処方法を採用

して適応しようとしているか理解する｡ 具体的に

は, 以下の三点を分析する｡ 第一に, 夫の失業は

特定の階層に起こりやすいかどうか｡ 先行研究と

同様, 販売職や技能職の失業が多いと予想できる｡

販売職は景気の影響を受けやすいからだ｡ 第二に,

夫が失業した家族は, 支出を切り詰めたり, 失業

給付を受給したり, 預貯金を取り崩して対処する

と予想できるが, それはどのくらいの規模か｡ 第

三に, 夫が失業した家族では性別役割分業が見直

されるかどうか｡ 妻も働いて収入を増やそうとす

るはずであり, それに対応して夫の家事・育児時

間も増加すると予想できる｡

1 分析に用いるデータの概要

財団法人家計経済研究所が毎年秋に実施してい

る 『消費生活に関するパネル調査』 (以下, JPSC

と省略する) を用いる｡ この調査の目的は, ライ

フステージの移行過程および特別な出来事に直面

したことに伴う生活実態の変化の諸要因と問題点

を明らかにすることだ｡ 同一個人を毎年追跡して

調査をしていること, 生活実態を家計, 就業行動,

家族関係などの諸側面から把握することに特徴が

ある｡

第 1 回調査は 1993 年に実施された｡ 母集団は

日本全国の満 24～34 歳の女性である｡ サンプル

は層化二段無作為抽出法を用いて抽出された｡ 調

査方法は留置法である｡ 第 1 回調査の有効完了数

は 1500 票 (有効回収率 41.4％) であった｡ 回収サ

ンプルは母集団に比べてやや既婚者が多いが, 大

きな違いではない (家計経済研究所 2009)｡ 第 2

回調査の対象は第 1 回の回答者とした｡ 有効完了

数は 1422 票 (有効回収率は 94.3％) である｡ 第 3

回以降の調査では, 前年度の回答者と前年度は諸

事情のため回答できなかった者を対象としている｡

第 3 回以降の有効完了率は 95％前後を維持して

いる｡ それでも毎年少しずつ対象者が調査から脱

落するため, 第 16 回調査の有効完了数は 826 票

だった｡

1993 年から現在まで調査を継続している対象

はコーホート A と呼ばれる｡ 1997 年, 2003 年,

2009 年には新たなサンプル (コーホート B～D)

が追加されている｡
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JPSC は官庁統計などと比較するとサンプルサ

イズは小さい｡ 対象者の年齢幅は広くはない｡ もっ

とも重要な点は調査対象者が女性のみであること

だ｡ つまり, 既婚女性対象者の夫の失業は把握で

きるが, 未婚者や離死別者も含めた男性全体の失

業を把握することはできない｡ しかし, 家計や生

活時間など多様な質問項目を含んでいるため, 失

業前後の家計や生活の変化を多面的に把握できる

強みがある｡

2 分析対象と分析手法

分析対象をコーホート A のみとする｡ さらに,

夫の失業による家族生活への影響に焦点をあてる

ため, 有配偶の女性に限定する｡ 離死別後, 1 年

以内に再婚した者は除いた｡ 夫の年齢が 60 歳以

上の者も除いた｡ 若い世代の失業と定年による失

業では, 家族生活に及ぼす影響が異なると想定で

きるからだ｡ 夫の職業は雇用者に限定し, 自営業・

自営業の家族従業者・自由業者も除外した｡

このように分析対象を限定しているため, もと

もとデータ中に少ない失業者はいっそう少なくな

る｡ そのため, 多変量解析や統計的検定はおこな

わず, �－�時点と �時点にかけての 1 年間の家族

生活の変化を記述するにとどめる｡ なお, �－�

時点と �時点を比較できることは, 夫の失業後,

少なくとも 1 年は結婚生活が続いていることを意

味する｡ つまり, 相対的に家族が ｢安定｣ してい

る層に注目しているというバイアスがある可能性

にも注意が必要である3)｡

3 分析に用いる変数

分析の中心的な変数である夫の失業をどう定義

するか｡ 総務省 『労働力調査』 では, 次の条件を

満たす者を ｢完全失業者｣ としている｡ ①仕事が

なくて調査期間中に少しも仕事をしなかった, ②

仕事があればすぐに就くことができる, ③調査期

間中に, 仕事を探す活動や事業を始める準備をし

ていた, の 3 つである｡ これに対し, �口 (2001)

は調査の目的によっては異なる定義もありうると

指摘し, アメリカにおける 6 種類の失業率の定義

を紹介する｡ 詳細は省略するが, もっとも広い定

義には ｢完全失業者｣ に加えて, ｢求職活動をし

ていないが, 仕事があればすぐに就職できる, 過

去に求職経験を有する就業希望者｣ および ｢フル

タイムの仕事を希望しそれにすぐ就けるが, 不況

等のため非自発的にパート就労している者｣ を含

む｡

本稿もこの考えに部分的に準拠し, 失業を広く

定義する｡ ｢完全失業者｣ に加えて, ｢求職活動を

していないが, 仕事があればすぐに就職できると

想定される, 過去に就職経験を有する者｣ を ｢失

業者｣ とみなす｡ 操作的には ｢�－�時点で仕事

に就いており, 仕事があればすぐに就くことがで

きると想定されるが, �時点で仕事に就いていな

い者｣ (すなわち離職者) を ｢失業者｣ とみなす

(後述する表 1 のタイプ 2)｡ ｢就業希望の有無｣ は

問わないので, 一部就業意欲喪失者や非労働力が

含まれる可能性もある｡ また, ｢失業｣ の理由や

｢失業｣ 期間は分類の基準とはしなかった｡

表 1 は, �－�時点の調査から �時点の調査にお

ける夫の働き方の変化をまとめたものである4)｡

大きく 4 つのタイプに分けられる｡ タイプ 1 は

�－�時点および �時点において仕事に就いていた

者である｡ タイプ 2 は �－�時点では仕事に就い

ていて, �時点で無職となった者だ｡ タイプ 3 は,

�－�時点では仕事に就いておらず, �時点では仕
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表 1 t－�時点から t 時点にかけての夫の働き方の変化

�－� � 観察数

タイプ 1 有職 有職

タイプ 1a ずっと同じ会社 9,812

タイプ 1b 転職 415

タイプ 1c 出向・転籍・合併・分社 89

タイプ 2 有職 無職 108

タイプ 3 無職 有職 91

タイプ 4 無職 無職 47

注 : 自営業者・家族従業者・自由業者は除く｡



事に就くようになった｡ タイプ 4 は �－�時点お

よび�時点において仕事に就いていなかった者だ｡

タイプ 1 は, さらにタイプ 1a の ｢この 1 年間ずっ

と同じ会社に勤め続けた者｣, タイプ 1b の ｢転

職者｣, タイプ 1c の ｢出向などをした者｣ の 3 つ

に分けられる｡

ここで注目するのはタイプ 2 である｡ 小原

(2007) は, 調査時点の夫の就業の有無にかかわ

らず, 過去 1 年間に非自発的な離職経験があれば

失業とみなしている (つまり, タイプ 1b も含む)｡

この定義を採用すれば ｢失業｣ サンプルは増える｡

ただし, �－�時点から �時点に離職した者の多く

は �時点には仕事についている｡ 調査時点で無職

のタイプ 2 とはやや異なるためタイプ 1b は除い

た｡ タイプ 1c, 3, 4 も除く｡ ｢失業｣ 者をタイプ

2 のみに限定したのは ｢失業｣ の影響をより直接

的に見ることを狙いとしたためである｡ 職業生活

がもっとも安定していると考えられるタイプ 1a

を, 比較の対象として参考までに提示する｡

｢失業｣ 者をできるだけ多く取り出すため, デー

タをプーリングする｡ そのため, 同一個人をあた

かも独立した個人であるかのように扱っている｡

同じ対象者であっても, 調査時点によっては ｢失

業｣ に分類されるときもあるし, されないときも

ある｡ 固定効果モデルや変量効果モデルは用いな

いので, 観察されない個人の異質性は考慮できな

い｡ 比較対象となる 1a は, とくに調査から脱落

せずに継続している対象者, 調査の初期から有配

偶である対象者の特徴が現れやすい｡ 分析にあたっ

てはこのような問題もある｡

分析に用いるほかの変数は, �－�時点の夫の

仕事の内容 (専門・技術職, 管理職, 事務職, 技能

職, 販売サービス職), �時点の夫の年齢だ｡ さら

に, ｢失業｣ が家族生活に及ぼす影響を分析する

際には, ① �－�時点および �時点の家計 (年収,

9 月 1 カ月の支出・ローン返済・貯蓄額, 世帯の預貯

金残高), ②失業給付の受給状況, ③ �－�時点お

よび �時点の妻の働き方の変化, ④ �－�時点お

よび �時点にかけての夫および妻の平日の労働時

間, 家事・育児時間 (分), ⑤生活満足度 (5 件法)

を用いる｡

Ⅳ 分 析 結 果

まず, 誰が ｢失業｣ したのかを確認したうえで,

夫の ｢失業｣ の影響をみる｡

1 誰が ｢失業｣ しているか

表 2 は, �－�時点で仕事に就いていた (タイプ

1a とタイプ 2) 夫の翌年�時点の働き方 (推移) を,

�時点の年齢別にみたものである｡ 観察数の少な

い 20 代前半は 4％台だが, それ以外はいずれの

年齢層においても 1％前後である｡ 『労働力調査』

の ｢完全失業率｣ と比べると全体的に低い｡ Ⅲで

触れたように JPSC の調査対象が女性であるため

だ｡ ここで得られた ｢失業｣ 率は, 相対的に ｢失

業｣ が少ないと考えられる既婚男性の数字である｡

また, この分析と 『労働力調査』 とでは分母が異

なる｡ 本稿の分析では �－�時点で仕事に就いて

いた夫が分母となる｡ 一方, 『労働力調査』 では,

�時点で労働力に含まれる男性が分母だ｡

年齢層別の ｢失業｣ 率の高低は ｢失業｣ 率は若

い年齢層と 50 歳台後半で高い U 字型を示す｡ こ

れは 『労働力調査』 とおおむね同じパターンであ

る｡

図表は省略するが, 学歴と ｢失業｣ 率にも関連
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表 2 年齢別にみた t－�時点から t 時点にかけての夫の働き方の変化
(単位 : ％)

年齢 (�時点) 有職→ ｢失業｣ 有職→有職 (同じ会社) 観察数

25～29 歳 4.2 95.8 24

30～34 歳 1.1 98.9 549

35～39 歳 1.1 98.9 1,852

40～44 歳 1.2 98.8 2,887

45～49 歳 0.9 99.1 2,598

50～54 歳 1.0 99.1 1,469

55～59 歳 1.7 98.3 541

注 : �時点において有職の夫のみ｡ 転職と出向なども除く｡



がある｡ 大学・大学院卒の夫が �時点に ｢失業｣

した割合は, それ以外の学歴に比べると低い｡

｢失業｣ 前の仕事の内容との関連をみると (表 3),

専門・技術職や管理職, 事務職の ｢失業｣ 率は 1

％を下回る｡ これに対し, ｢技能・作業職｣ およ

び ｢販売サービス職｣ は 1％を上回る｡ とくに

｢販売サービス職｣ の数値が 2％を上回る｡ 景気

の影響を受けやすいためと考えられる｡ ホワイト

カラーよりもブルーカラーのほうが ｢失業｣ しや

すいこと, つまり社会経済的に恵まれていない人

ほど ｢失業｣ しやすいことも先行研究と一致する｡

2 家族生活への影響 夫の ｢失業｣ にどう対処

したか

(a)家計の変化

表 4 には, ｢失業｣ 前後の家計の変化をまとめ

た｡ 分布が偏っているため, 外れ値を除いたが,

平均値ではなく中央値を示す｡ ｢失業｣ により夫

の年収は 40 万円ほど減っている (なお, 平均値で

みると減少幅はさらに大きい)｡ �－�時点から �時

点にかけて収入が減少した夫の割合を求めると,

59.5％にのぼる｡ これに対し, 同じ会社に勤め続

けたタイプ 1a の夫の年収はわずかながら増えて

いる｡ タイプ 1a の夫のなかには収入が減少した

人もいるが, 35.2％にとどまる｡ むしろ 54.5％

は収入が増加している｡ ｢失業｣ の影響が大きい

ことがうかがえる｡ さらには, そもそも ｢失業｣

の前から, 夫の年収はあまり高くないこともわか

る｡ 収入が高くなければ, 家計のゆとりもないだ

ろう｡ リスクの高い夫が ｢失業｣ し, さらに家計

が厳しい状況に追い込まれるといえそうだ｡

夫の ｢失業｣ 後も, 妻の年収は大きく増えない｡

新たに就職したり, 恵まれた転職をしない限り,

急に収入を増やすことは困難であるためだろう｡

年収の減少に対して, 支出はどのように変化し

たのか｡ ｢失業｣ 家族の生活費はほとんど変化が

ない｡ ここでは夫の ｢失業｣ に限定して分析した

結果だが, 夫の失業に限定しなかった Horioka,

Murakami and Kohara (2002) の結果とおおむ

ね同じである｡ ｢失業｣ によって年収が減少した

からといって, 急に生活水準を下げるのは難しい

ためだろう｡ 求職活動をすれば出費もかさむ｡ そ

の分を月々の貯蓄額とローン返済額を減らすこと

で対処している｡ 一方, 夫が同じ会社に勤め続け

た家族の生活費と預貯金額はわずかに増加してい

る｡ ローン返済額は変わらない｡ 夫が ｢失業｣ し

た家族にくらべると, ややゆとりがあるといえそ

うだ｡ 月々の生活費額・貯蓄額・ローン返済額を

減らした家族の割合は, 夫が ｢失業｣ した家族で

はそれぞれ 53.2％, 56.8％, 31.3％である｡ こ

れに対し, 夫が同じ会社に勤め続けた家族では,

それぞれ 43.0％, 41.9％｡ 26.2％である｡ 家計
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表 3 仕事の内容別にみた t－�時点から t 時点にかけての夫の働き方の変化
(単位 : ％)

仕事の内容 (�－�時点) 有職→ ｢失業｣ 有職→有職 (同じ会社) 観察数

専門・技術職, 管理職 0.6 99.4 2,570

事務職 0.7 99.3 2,744

技能・作業職 1.2 98.8 3,334

販売サービス職 2.5 97.5 1,025

表 4 t－�時点から t 時点にかけての夫の働き方の変化と家計の変化

有職→ ｢失業｣ 有職→有職 (同じ会社)

�－� � 観察数 �－� � 観察数

年収 (中央値)

夫 (万円) 316.0 270.0 79 535.0 550.0 8,068

妻 (万円) 80.0 86.0 87 40.0 50.0 7,952

9 月の支出 (中央値)

生活費 (千円) 192.5 191.5 94 210.0 220.0 8,538

貯蓄額 (千円) 31.0 15.0 83 31.0 35.0 8,388

ローン返済額 (千円) 51.5 35.0 88 60.0 60.0 8,741



の明暗がくっきりとしている｡

｢失業｣ 家族の生活費が変わらないのは, 預貯

金を取り崩していることも一因である｡ 夫が ｢失

業｣ した家族のうち, 預貯金残高が減少した家族

の割合は 40.0％である｡ これに対して, 同じ会

社に勤め続けている家族で預貯金残高が減少した

家族の割合は 34.5％である｡

支出を抑えたり, 預貯金を取り崩したりする以

外の対処方法は収入を増やすことだ｡ 一つは失業

給付の受給である｡ 夫が ｢失業｣ した家族につい

て失業給付の受給状況を確認すると, ｢受給した｣

のは 47.2％にとどまる｡ ｢受給しなかった｣ が

32.4％である｡ ｢雇用保険に入っていなかった｣

家族は 9.3％である (残りは受給の有無について無

回答であった)｡ 受給した家族ばかりではない｡ 詳

細な数字は省略するが, ｢受給した｣ のは夫の前

職がホワイトカラーの者に多い｡ 雇用保険に入っ

ていなかったか, あるいは雇用保険に入っていて

も自分で手続きをしないと受給できないことを知

らなかった可能性がある｡ ｢失業｣ そのものに加

えて, 失業への対処にも階層による差がありそう

だ｡

(b)夫と妻の生活時間の変化

失業給付の受給以外に収入を増やす方法の一つ

が妻の就業である｡ 夫の ｢失業｣ によって妻の働

き方は変化したのか｡ それに対応して夫の家事・

育児時間は増えたのか｡ 表 5 には, 妻の働き方の

変化を示した｡ 表の左下のセルにある, �－�時

点において無職で �時点で仕事に就くようになっ

た妻の割合に注目すると ｢失業｣ 家族では 26％,

非 ｢失業｣ 家族は 14％である｡ 夫が ｢失業｣ し

た家族では妻が働くようになったといえる｡ なお,

仕事を続けている (｢有職→有職｣ の) 妻のうち,

労働時間が増えた者の割合も ｢失業｣ 家族のほう

が非 ｢失業｣ 家族よりも多い (それぞれ 43.4％,

31.8％)｡ 本稿の分析は観察数が少ないが, 先行

研究と同じような結果が得られた｡ 妻が働くこと

で夫の収入の減少に対処しているといえる｡ ただ

し, 表 4 からわかるように, 妻の収入はあまり多

くはない｡

一方, ｢失業｣ した夫の家事・育児参加は増え

ているのか｡ 表 6 には, 夫婦の家事時間と仕事時

間を示した｡ 夫の家事時間はもともと少ない｡

｢失業｣ 後, 夫の半数は家事時間を増やしたが中

央値でみるときわめて少ない (平均値でみても 13

分が 43 分になったにすぎない)｡ それはなぜか｡ ま

ず, 夫は求職活動で忙しいと予想できる｡ ｢失業｣

期間は短いと考えれば, とくに分担を変更する必

要を感じないだろう｡ 本稿の ｢失業｣ の中にはス

テップアップのための自発的な離職も含まれうる

ことも一因かもしれない｡ さらに, これまでの生

活のなかで家事・育児は主に妻が担うという家族

のライフスタイルができあがっており, 急には変

えられないことも大きいと考えられる｡ 家族に危

機をもたらすイベントが発生した際には, 性別役

割分業を柔軟に組み替える夫婦のほうが適応しや

すいといわれるが, 性別役割分業の変更は家族成

員間の交渉を伴う｡ それが家族に新たな危機をも

たらすこともありうるからだ (布柴 2009)｡ 家族

のライフスタイルを変えないほうが, 短期的には

楽なのである｡ それに結婚・出産で退職すること

の多い妻の収入は限られている｡ このような現状
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表 5 t－�時点から t 時点にかけての夫の働き方の変化別にみた妻の働き方の変化
(単位 : ％)

有職→ ｢失業｣

�－�時点の妻の働き方
�時点の妻の働き方

観察数
有職 無職

有職 87.1 12.9 62

無職 26.1 73.9 46

有職→有職 (同じ会社)

�－�時点の妻の働き方
�時点の妻の働き方

観察数
有職 無職

有職 90.1 9.9 5,209

無職 14.1 85.9 4,594



では妻が家事・育児を担って, 夫ができるだけ早

く仕事に就くほうが有効な対処方法だからだ｡

ただし, 夫の ｢失業｣ は収入の低下をもたらし,

多くの家族にとってストレスとなりうる｡ それに

くわえて家事・育児の役割分担がほとんど変わら

ないことは妻にとってさらなるストレスになるの

ではないか｡ 夫が ｢失業｣ した妻の生活満足度は

もともと低いが, 低下の兆しがみえる (図 1)｡ こ

こでは誤差も大きいので有意な差があるとは言い

切れないが, サンプルサイズが増えればより明確

な傾向が現れると予想できる5)｡

Ⅴ ま と め

本稿では, 夫の ｢失業｣ によって家族生活にど

のような変化が生じたか, 2 時点間のパネルデー

タの比較から確認した｡ 操作的な定義が一般とは

異なり, かつ, ｢失業｣ 者が少ないため, 結果は

十分に注意して理解する必要があるが, 基本的に

先行研究の結果と一致する｡ 明らかになったこと

は以下の 3 点である｡ (1)技能職や販売・サービ

ス職に ｢失業｣ が多い｡ (2)｢失業｣ によって夫の

収入は減少する｡ 月々の支出は切り詰めるがあま

り大きな変化はなく, 代わりに月々の預貯金額を

減らしたり, これまでの預貯金を取り崩したりし

て対処する｡ すべての家族が失業給付を受けるわ

けではない｡ (3)新しく働きに出たり, 労働時間

を増やす妻もいるが, 妻の収入はそれほど多くは

ない｡ 夫の家事・育児時間が大きく増えることは

ない｡ 二重負担を強いられる妻の生活満足度が下

がる傾向もうかがえる｡

夫の社会経済的属性と働き方との関連を確認し

たところ, 社会経済的地位が低い夫が ｢失業｣ し

ていることが浮き彫りになった｡ また, 生活費の

変化率を示した先行研究とは異なり, ｢失業｣ 前

後の収入および支出額の中央値を示し, 月々の預

貯金額やローン返済額も調べた｡ ｢失業｣ によっ

てもともと少ない家計のゆとりはさらに減る｡ 月々

の貯蓄額を減らしたり, 預貯金を取り崩すことに

よって当面は対処できるが, 将来への不安は残る

と予想できる｡

これらの結果をみると, Horioka, Murakami

and Kohara (2002) と同様, 家族による対処が

中心といえる｡ もっとも, 現在は ｢緊急人材育成・

就職支援基金｣ により, 失業給付を受給できない

非正規労働者や長期失業者などに対し, 職業訓練

期間中に給付金が支給されるようになった｡ 失業

期間中の家計を支える新たな仕組みができたこと

は大きな変化であり, それによって家族, とくに

妻の負担が減るかもしれない｡ とはいえ, この制

度がいつまで続くかは不明である｡

新たに分析した夫の家事・育児時間だが, ｢失

業｣ 後に大きく増えることはない｡ 短期的に見れ

ば性別役割分業を維持するほうが合理的なためと
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表 6 t－�時点から t 時点にかけての夫の働き方の変化別にみた平日の仕事, 家事・育児時間の変化

有職→ ｢失業｣ 有職→有職 (同じ会社)

�－� � 観察数 �－� � 観察数

仕事時間 (中央値)

夫 (分) 600.0 0.0 80 600.0 600.0 8,815

妻 (分) 300.0 300.0 97 180.0 183.0 9,451

家事時間 (中央値)

夫 (分) 0.0 3.0 64 0.0 0.0 8,743

妻 (分) 241.5 240.0 94 304.0 303.0 8,770

図1　t‒1時点からt時点にかけての夫の働き方の変化別にみ
　　 た妻の生活満足度の変化
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考えられる｡ 夫の失業期間が長引き, 妻の二重負

担が続けば性別役割分業の見直しが迫られるか,

家族の解体に発展する可能性がある｡

産業構造が大きく変化しているため, 今後, 失

業が減る可能性は低いだろう｡ これに対し, 正規

雇用を維持するかわりに非正規雇用を増やせば失

業が減るとの見方がある｡ そうすることで失業は

確かに減るだろう｡ ただし, 家計に占める夫の収

入の割合が大きく, 女性の就業は家計補助にとど

まっているのが現状だ｡ 既婚男性の非正規化が進

めば, 女性が働いたとしても収入の低い家族が増

える可能性がある｡ そうなれば, 安定した家族生

活を営むことは難しいだろう｡ 女性の就業はリス

クへの有効な対処方法とされるが, 性別役割分業

が明確で男女間賃金格差が大きい社会では, 女性

就業の効果は割り引いて考える必要があるのでは

ないか｡

残された主な課題は以下の二点である｡ 第一に,

本稿では, 失業による家族生活への影響と対処方

法を同じものとみなした｡ しかし, 両者は本来区

別されるべきものだ｡ Moen (1982) が主張する

ように, ある対処方法が採用されたからといって

それが効果的とは限らない｡ 複数の対処方法のう

ちどの対処方法が効果的であるか, 誰がどのよう

な対処方法を用いたかを分析することで, ライフ

コース論や家族ストレス論において重要な概念で

ある ｢適応｣ をより適切に検証することにつなが

る｡ 働き始めた妻がとくに不満を持つようになっ

たかもしれない｡ しかし, サンプルが少ないため,

分析はしていない｡ また, 夫の再就職も効果的な

対処かどうか注目される｡

第二に, 失業の長期的な影響をとらえることだ｡

本稿では, �－�時点から �時点までの 1 年間とい

う短期的な影響に注目した｡ 個人のライフコース

においてはきわめて短い期間だ｡ 分析対象となっ

た夫の失業期間は最大でも 11 カ月であり, 家計

への影響は比較的小さいと予想される｡ 長期失業

者の家計はいっそう苦しく (労働政策研究・研修

機構 2006), 短期失業とは異なる対処を迫られそ

うだ｡

近年のライフコースと格差についての研究では,

ある時点における有利・不利がその後の人生にお

いてさらに積み重なっていくかどうか (累積的不

利/有利), そして子どもの人生に影響するかどう

かが注目されている｡ このようなメカニズムはパ

ネルデータでこそ明らかになるはずだ｡ 失業と家

族生活に関する分析がさらに進み, 安定した家族

生活が可能となるような雇用システムの構築につ

いて議論がなされることに期待したい｡
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1) ただし, ベックも, 失業はハンディキャップを持った人に

発生しやすいことを認めている｡ 日本でも, 学歴が低い者や

ブルーカラーが失業しやすい (�口 2001 ; 太田 2007)｡

2) 紙幅の都合上, ここでは省略するが, ライフコースアプロー

チに基づく研究として, 炭砿の閉山による離職と労働者のキャ

リアの再形成に関する追跡研究が早稲田大学の正岡らのグルー

プによってすすめられてきた｡

3) �時点に夫が ｢失業｣ した家族のうち, 5％が �＋�年度に

離婚している｡

4) 調査票に含まれる, 調査時点の就業状態を尋ねる質問

(｢仕事に就いている｣ ｢休職中｣ ｢学生｣ ｢その他の無職｣) お

よび過去 1 年の就業経験に関する回顧質問 (｢ご主人は, 1

年前 (昨年 9 月末) にも仕事に就いていましたか｣ → ｢仕事

に就いていた｣ ｢就いていなかった｣ ｢1 年前も現在と同じ会

社等に勤めていましたか｣ → ｢同じ会社｣ ｢同じでない｣ ｢1

年前 (昨年 9 月末) の会社等から変わったのは, 次のどれに

あたりますか｣ → ｢転職｣ ｢出向｣ ｢転籍｣ ｢合併・分社｣) か

ら 4 つのタイプに分類した｡

5) 山口 (2007) は JPSC に対してパネルデータ分析を用い,

夫の失業は夫婦関係満足度を低下させることを示している｡

エルダーなど先行研究も踏まえれば, 本稿でも山口のように

失業と夫婦関係満足度との関係を分析することが望ましい｡

本稿では �－�時点と �時点の 2 時点を単純に比較したため,

毎年の調査に設問が含まれている生活満足度を用いた｡
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